































めは起こり得るにも関わらず、「 1 件もいじめがない」と報告している学校も少なくなく、全体の 4 割に
登っているのが現状である 5）。
　一方、国立教育政策研究所の 9 年間にわたる小 4 ～高 3 のいじめ追跡調査（「いじめ調査・調査2013
－2015」）によれば 6）、調査対象の 9 割の者がいじめの被害者となっており、加害・被害の両方の子ども
は 4 割に達している。もはや特定の子どもへの対応では済まされなくなっている。いじめ問題は事前防止
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1 ）～ 3 ）森田洋司「今、私たちに改めて求められていること～いじめ防止対策推進法施行 3 年を振り
返って～」、宮城教育大学・上越教育大学・鳴門教育大学・福岡教育大学主催BPプロジェクト「いじ
め防止支援シンポジウム」基調講演、平成29年 2 月12日。
4 ） 5 ）文部科学省「児童生徒の問題行動調査」、平成27年度版。
6 ）国立教育政策研究所「いじめ調査・調査2013－2015」、平成28年 6 月。
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